
書式第 12号 (法 28条関係) 事業報告用

令和5年度 事 業 報 告 書
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1 事業の成果

昨年度は、新型コロナパンデミックの一部後遺症もあり、月例研究会の開催数 5回、 (対面集

会方式 3回、ハイプリッド方式 1回、総参加者数は 185人 (内ONLINE参加 50名))であったが、

本年度は開催数 9回、対面集会方式 1回、ハイブリッド形式 7回、ONLINEの み 1回、総参加者数 30

4人 (内ONLINE1 0 8人)と なった。一般社団法人日本温泉気候物理医学会の温泉療法医会から延ベ

4回研究会が温泉療法研修単位(各 1単位)と して認定され、全国の温泉療法医の参加も定常的に増え

た。この月例研究会は健康と温泉をテーマに産官学の立体的な研究プラットホームとして、関係諸機関

から高い評価を得て原則毎月開催しているが、新たに、より多くの多様な新規の参加者が出席しやすい

よう、テーマの選定や、開催時間、開催場所を工夫し、また、本年度ONLINEに必要な専用機材を購入

たことで、会場を固定化せず、WEB会議やハイプリッドも組み合わせた研究交流のさらなる多様化と活

性化にチャレンジしている年となっている。

一方、コロナ禍の収束により、停滞していた、従来の事業 (研修、フォーラム事業、国際事業、

情報交流事業等)が一部復活・活性化した。特に、交流が途絶えがちだった全国の自治体・関係機関、

有識者との「日本の温泉の現状と政策及びフォーラム活動に関するヒヤリング・意見交換」を積極的に

全国規模で実施した。また、こうした流れの中、各自治体の強い要請により、大分県別府市、山口県長

門市、熊水県菊池市、兵庫県新温泉町など全国の温泉地自治体の委員会に専門家の派遣を行った。また

年に一度のフォーラム事業―健康と温泉フォーラムの開催が2019年 の鳥取県三朝町開催以来 4年ぶ

りに北海道豊富温泉で地元豊富町と共催した。「温泉を活用した健康づくり広域連携会議 2023」 を

同時開催し、全国 llの 自治体の首長 (代理合む)ほか温泉関係者が集結し、コロナパンデミック後の

温泉地の活性化を議論した。一方、国際交流事業も徐々に再開し、11月 1日、静岡県主催の
「ふじのく

に食と温泉文化フォーラム」国際会議のテーマ・講師選定など会議の基本コンセプトのフアシリテ
ー

ションを担当。 ドイツ、イタリア、ハンガリー (国内大使館)か ら専門家を招聘、「温泉と心の健康づ
くリー世界から注目されるポストウエルネスとしての日本の温泉」をテーマに欧州の温泉文化と日本の

温泉文化の比較のなかで、日本が戦後、取りこぼしてきた、自然と一体となった日本独自の温泉文化・

伝統が、ポストウエルネスとして欧州の主要温泉国からも大きな関心を寄せられていることが注目され

た。



2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業
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書式第 13号 (法第28条関係)

_ 令和5年度 活動計算書 (その他事業がない場合)_
特定非営利活動法人健康と温泉フォーラム

事業報告用

立 :円
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書式第 15号 (法第28条関係)

令和5年度 貸借対照表
事業報告用

特定非営利活動法人 健康と温泉フォーラム
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書式第 16号 (法第28条関係)

令和5年度  計算書類の注記 事業報告用

特定非営利活動法人 健康 と温泉フォーラム

!重要な会計方針

計算書類の作成は、   N10法人会計基準(2010年7月
"日
¨17年 12月 12日最終改正 NIЮ法人会計基準協議会)

棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当なし

‐2 固定資産の減価償却の方法
該当なし

‐3 引当金の計上基準
・ 退職給付引当金

該当なし

引当金

該当なし

` 
施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当なし

‐5 消費税等の会計処理
該当なし

2事業別損益の状況
(単位 :円 )

3. .施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
(単位 :円 )

内容 金額 算定方法

該当なし
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当法人の正味財産は   円ですが、そのうち｀
したがって使途が制約されていない正味財産は

円は、下記のように使途が特定されています。
円です。

(単位 :円 )

5. 固定資産の増減内訳
(単位 :円 )

6. 借入金の増減内訳
(単位 :円 )

科 目 期首残高 当期僣入 当期返済 期末残高
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役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(単位 :円 )

科 目
計算書類に計上

された金額

内、役員との

取引

内、近親者及

び支配法人と

(活動計算書 )
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その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の按分方法
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書式第 17号 (法第28条関係)

令和5年度財産目録

事業報告用

特定非営利活動法人 健康と温泉フォーラム
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書式第 18号 (法第 28条関係)

令和5年度年間役員名簿

事業報告用

(前事集年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所

並びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記●した名
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1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

ノロ以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第20条関係)
ノロ各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧
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書式第 18号 (法第 28条関係)

クラサフアキラ

倉沢 章

サイ トウヒヨウジ

事業報告用
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アラキヨシノリ

荒木善紀

日

日

月年

年

年

日

日

【

日

日

年

　

　

”

月

月

監事理事○

令和5年 4月

1日

令和6年 3月

31日

年    月

15 理事〇・監事
オゼキトモヨ

尾関ともよ 月

|

日



書式第 18号 (法第 28条関係)

事業報告用
~~|~

令和5年 4月

1日

令和6年 3月

31日

年   月
|

´
０ 理事○・監事

理事・監事○

オカダトモノリ

岡田友悟

サカモ トヒロアキ

坂本展章

コバヤシヒロア

キ

小林裕明

月年

口

【

日

日

令和5年 4月

1日

令和6年 3月

31日

年 月

月

月

月

年

年

つ

′

L___上

日

○監事理事

令和5年 4月

1日

令和6年 3月

31日

年

日

日

_|



で
書式第4号 (法第 10条 。第28条関係)

設立 。事業報告用

|

|

「
‐

氏   名

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人_健康と温皇2■=2△

一―
―
―
―
―

紀男
~i=

ニ ス

純人合田，

一

う
０ 栗原茂夫

4 溝口薫平

「

ｒ
Э 上回昌徳

倉沢 章

斎藤兵治

＾
０ 首藤勝次

７
〓

〈
０

〈
Ｖ 小山芳久

ｎ
〉
　

　

一

大野正人

―
に
‐

川崎義巳

，

』 坂本展車

|


